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1.  事業の概要 

1.1  施設の管理者の氏名及び住所 

氏名：柏市 管理者 柏市長 太田 和美 

住所：千葉県柏市柏五丁目 10番 1号 

 

1.2  施設の場所 

住所：柏市船戸山高野 538（図 1.2-1参照） 

名称：柏市清掃工場（北部クリーンセンター） 

 

1.3  施設の種類 

破砕施設（不燃・粗大ごみ処理施設） 

 

※柏市清掃工場（北部クリーンセンター）は、焼却施設、不燃・粗大ごみ処理施設の一体型施設であるが、

本章では本事業で関係する不燃・粗大ごみ処理施設について整理する。 

 

1.4  事業の目的 

本事業の目的は、柏市清掃工場（北部クリーンセンター）における基幹的設備改良工事を

行う中で、粗大ごみ処理施設の整備工事を実施するため、一時的に破砕処理ができなくなる

ことから、整備工事期間中に仮設破砕処理設備を設置し、破砕処理を実施することである。 
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図 1.2-1 計画地の位置 

凡 例 

   計画地 

   仮設破砕処理設備 

市境 

この地図は柏市発行の 1:2,500「柏都市計画図（白図）」を使用したものである。 
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1.5  施設計画の概要 

1.5.1  施設計画の概要 

施設計画の概要は、表 1.5-1に示すとおりである。新たに設置する設備機器は破砕機であ

る。基幹的設備改良工事を行う中で、粗大ごみ処理施設の整備工事期間中に仮設破砕設備を

設置し、破砕処理を実施する計画となっている。 

 

表 1.5-1 施設計画の概要（破砕施設） 

区分 内容 

施設規模 50t/日（５時間/日） 

施設稼働時間 ８時 30 分～17 時のうち５時間 

設備概要 
仮設破砕処理設備の設置（破砕機は仮設テントの中に設置） 

不燃ごみ、粗大ごみを破砕 

用途地域 市街化調整区域 

周辺の状況 
柏市の最北端部に位置し、西側は事業所等、北側は利根運河、

東側は田、南側は畑地となっている。 

その他 

・施設からの排水は発生しない。 

・悪臭が発生するような廃棄物は取扱わない。 

・新たな搬出入車両の発生はない。 

 

1.5.2  施設配置計画 

仮設破砕処理設備の配置計画は、図 1.5-1に示すとおりである。 

 
図 1.5-1 仮設破砕処理設備の配置 

駐車場 

焼却施設 

粗大ごみ処理施設 

洗車場 ストックヤード 

仮設破砕処理設備 
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1.6  公害防止基準 

1.6.1  騒音 

施設の稼働に伴って発生する騒音は、表 1.6-1に示す柏市環境保全条例で定める規制基

準値以下とする。 

 

表 1.6-1 騒音の公害防止基準値 

時間の区分 
地域の区分 

昼間（午前８時～午後７時） 

市街化調整区域 60デシベル 
注）基準値は敷地境界での値を示す。 
 

1.6.2  振動 

施設の稼働に伴って発生する振動は、表 1.6-2に示す柏市環境保全条例で定める規制基

準値以下とする。 

 

表 1.6-2 振動の公害防止基準値 

時間の区分 
地域の区分 

昼間（午前８時～午後７時） 

市街化調整区域 65デシベル 
注）基準値は敷地境界での値を示す。 

 

1.7  環境保全対策 

環境保全対策の内容は以下に示すとおりである。 

 

1.7.1  騒音対策 

・ 破砕機は仮設テント内に設置する。 

・ 仮設テントは防音シートで取り囲む。 

・ 低騒音型の機器を採用する。 

・ 安定的な稼働を行うため定期的に機器の点検を行う。 
 

1.7.2  振動対策 

・ 低振動型の機器を採用する。 

・ 安定的な稼働を行うため定期的に機器の点検を行う。 
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2.  生活環境影響調査項目の選定 

2.1  生活環境影響要因と生活環境影響調査項目 

本事業の事業計画及び地域特性を考慮して、「廃棄物処理施設生活環境影響調査指針」（平

成 18年 9月 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部）に基づき、今回の事業に伴う生活

環境影響調査項目の選定を行った。生活環境影響要因と生活環境影響調査項目との関係は、

表 2.1-1に示すとおりである。 

 

表 2.1-1 生活環境影響要因と生活環境影響調査項目 

調査事項 

生活環境影響要因 

 

生活環境影響調査項目 

施 設 排 水

の排出 

施 設 の 稼

働 

施 設 か ら

の 悪 臭 の

漏洩 

廃 棄 物 運

搬 車 両 の

走行 

大

気

環

境 

大気質 

粉じん  ×   

二酸化窒素(NO2)    × 

浮遊粒子状物質(SPM)    × 

騒音 騒音レベル  〇  × 

振動 振動レベル  〇  × 

悪臭 
特定悪臭物質濃度または 

臭気指数 
  ×  

水

環

境 

水質 

生物化学的酸素要求量(BOD) 

または化学的酸素要求量(COD) 
×    

浮遊物質量(SS) ×    

その他必要な項目 ×    

【凡例】 
○：廃棄物処理施設生活環境影響調査指針における標準的な項目のうち選定した項目。 
×：廃棄物処理施設生活環境影響調査指針において標準的な項目とされているが、該当しないまたは

影響が小さいため選定しなかった項目。 
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2.2  生活環境影響調査項目として選定した又は選定しなかった理由 

生活環境影響調査項目として選定した又は選定しなかった理由は、以下に示すとおりであ

る。 

 

2.2.1  大気質 

1) 施設の稼働 

施設計画変更に伴う粉じんの影響は、新たに設置する破砕機を仮設テント内に設置し、屋

外への拡散を防止することから調査項目として選定しない。 

 

2) 廃棄物運搬車両等の走行 

施設計画変更に伴う廃棄物運搬車両台数及び走行ルートに変更はなく、廃棄物運搬車両等

の走行に係る影響は変化しないことから、生活環境影響調査項目として選定しない。 

 

2.2.2  騒音・振動 

1) 施設の稼働 

施設計画変更に伴う騒音及び振動の影響は、新たに破砕機等の騒音及び振動を発生する機

器を設置することから、生活環境影響調査項目として選定する。 

 

2) 廃棄物運搬車両等の走行 

施設計画変更に伴う廃棄物運搬車両台数及び走行ルートに変更はなく、廃棄物運搬車両等

の走行に係る影響は変化しないことから、生活環境影響調査項目として選定しない。 

 

2.2.3  悪臭 

1) 施設からの悪臭の漏洩 

施設計画変更に伴う悪臭の影響は、取り扱う廃棄物は不燃ごみや粗大ごみ等であり、悪臭

に係る影響は生じないことから、生活環境影響調査項目として選定しない。 

 

2.2.4  水質汚濁 

1) 施設排水の排出 

施設計画変更に伴う施設排水の排出は発生しないことから、生活環境影響調査項目として

選定しない。 
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3.  生活環境影響調査の結果 

3.1  騒音 

3.1.1  現況把握 

1) 調査対象地域 

調査対象地域は、施設の稼働に伴う騒音の影響が想定される計画地の敷地境界及びその周

辺約 100ｍまでの範囲とした。 

 

2) 現況把握項目 

現況把握項目は表 3.1-1 に示すとおりである。自然的条件及び社会的条件、騒音の状況

における項目は、「廃棄物処理施設生活環境影響調査指針」で選定されている項目とした。 

 

表 3.1-1 現況把握の項目 

項 目 現況把握項目 

自然的条件及び社会的条件 土地利用 

人家等 

主要な発生源 

関係法令等の規制・指定の状況 

騒音の状況 騒音レベル： 

等価騒音レベル（LAeq)、90％レンジの上端値（LA５）、下端値（LA95）

及び中央値（LA50） 

 

3) 現況把握方法 

現況把握方法は、既存資料調査及び現地調査とした。 

 

(1) 既存資料調査 

a) 調査項目及び調査地域 

既存資料調査項目は、自然的条件及び社会的条件とした。調査地域は、計画地及びその周

辺約 100ｍを基本とした。 

 

(2) 現地調査 

a) 調査項目及び調査地点 

現地調査項目は、騒音の状況とした。調査地点の概要は表 3.1-2、位置は図 3.1-1 に示

すとおり、計画地敷地境界付近の４地点とした。 

 

表 3.1-2 現地調査地点の概要 

調査項目 調査地点 

騒音の状況（騒音レベル） 

地点１ 計画地西側 

地点２ 計画地北側 

地点３ 計画地東側 

地点４ 計画地南側（搬入車両出口付近） 
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図 3.1-1 現地調査地点（騒音の状況） 

凡 例 

   計画地 

   仮設破砕処理設備 

市境 

調査地点(騒音) 

この地図は柏市発行の 1:2,500「柏都市計画図（白図）」を使用したものである。 
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b) 調査方法 

調査方法は、JIS Z 8731「騒音レベル測定方法」とした。測定高さは地上 1.2ｍとした。 

 

c) 調査時期 

調査時期は、表 3.1-3に示すとおりである。 

 

表 3.1-3 調査時期 

調査項目 調査時期 

騒音の状況（騒音レベル） 令和６年９月５日（木）８時～19時 

 

4) 現況把握の結果 

a) 既存資料調査結果 

(a) 土地利用 

計画地及びその周辺の土地利用の状況は、図 3.1-2 に示すとおりである。計画地は主

に建物用地となっており、周辺は田やその他の農用地、河川及び湖沼、樹林地等が存在し

ている。 

また、計画地及びその周辺の用途地域は、図 3.1-3 に示すとおりである。計画地は用

途地域が指定されておらず、市街化調整区域となっている。 

 

(b) 人家等 

計画地及びその周辺の人家等の状況は、図 3.1-4 に示すとおりである。計画地の敷地

境界から西側約 20mに「老人福祉センター柏寿荘」や民家が数件、南側約 80mに民家が数

件存在している。 

 

(c) 主要な発生源 

計画地及びその周辺の主要な発生源は、図 3.1-4 に示すとおりである。計画地内北西

に焼却施設である「柏市清掃工場（北部クリーンセンター）」が存在している。計画地周

辺は、北側に利根川と江戸川をつなぐ利根運河が流れており、周辺は主に田畑や小規模な

樹林地となっており、主要な発生源は存在しない。 
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図 3.1-2 計画地及びその周辺の土地利用細分メッシュ 

凡 例 

   計画地 

   県境 

市境 

この地図は国土地理院発行の1:25,000地形図「流山」「守谷」を使用したものである。 

田 

その他の農用地 

森林 

荒地 

建物用地 

道路 

鉄道 

その他の用地 

河川及び湖沼 

ゴルフ場 

出典：「土地利用細分メッシュ（平成 28 年度）」（国土交通省国土政策局国土情報

課ホームページ） 
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図 3.1-3 計画地及びその周辺の用途地域 

凡 例 

   計画地 

   県境 

市境 

この地図は国土地理院発行の1:25,000地形図「流山」「守谷」を使用したものである。 

 

第一種低層住居専用地域 

第二種低層住居専用地域 

第一種住居地域 

準住居地域 

工業地域 

注）図郭内の用途地域が定められていない地域は、市街化調整区域となっている。 

出典：「柏市都市計画図［縮尺 1:25,000］」（令和４年３月 柏市） 
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図 3.1-4 計画地及びその周辺の人家等の状況及び主要な発生源 

凡 例 

   計画地 

   仮設破砕処理設備 

市境 

人家等 

主要な発生源 

この地図は柏市発行の 1:2,500「柏都市計画図（白図）」を使用したものである。 
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(d) 関係法令等の規制・指定の状況 

ア) 「環境基本法」に基づく環境基準 

「環境基本法」に基づく騒音に係る環境基準は、表 3.1-4(1)～(3)に示すとおりであ

る。計画地は用途地域が定められていないことから、該当する地域の類型はない。 

 

表 3.1-4(1) 環境基本法に基づく騒音の環境基準 

時間の区分 
 
地域の類型 

基準値 

昼間 
午前６時～午後10時 

夜間 
午後10時～午前６時 

ＡＡ 50デシベル以下 40デシベル以下 

Ａ及びＢ 55デシベル以下 45デシベル以下 

Ｃ 60デシベル以下 50デシベル以下 

※地域の類型 ＡＡ：特に静穏を要する地域。柏市には該当する地域はない。 

Ａ：第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中

高層住居専用地域及び田園住居地域 

Ｂ：第一種住居地域、第二種住居地域及び準住居地域 

Ｃ：近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域 

出典：「騒音に係る環境基準について」（平成10年９月 環告第64号） 

「柏市告示第81号」（平成24年３月） 

 

表 3.1-4(2) 道路に面する地域の騒音に係る環境基準 

時間の区分 
 
 
地域の区分 

基準値 

昼間 
午前６時～午後10時 

夜間 
午後10時～午前６時 

Ａ地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面す
る地域 

60デシベル以下 55デシベル以下 

Ｂ地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面す
る地域及びＣ地域のうち車線を有する道路に面する
地域 

65デシベル以下 60デシベル以下 

備考 車線とは１縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定の幅員を有する帯状の車道部分をい

う。幹線交通を担う道路に近接する空間は、特例として表 3.1-4(3)の基準による。 

※地域の区分は (1)の地域の類型と同様である。 

出典：「騒音に係る環境基準について」（平成10年９月 環告第64号） 

 

表 3.1-4(3) 幹線交通を担う道路に近接する空間の騒音に係る環境基準（特例） 

基準値 

昼間 午前６時～午後10時 夜間 午後10時～午前６時 

70デシベル以下 65デシベル以下 

備考 個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が営まれていると認められる

ときは、屋内へ透過する騒音に係る基準（昼間にあっては45デシベル以下、夜間にあっては40デシベル以

下）によることができる。 

注１）「幹線交通を担う道路」とは、高速自動車国道、都市高速道路、一般国道、都道府県道、４車線以上の市町

村道をいう。 

注２）「幹線交通を担う道路に近接する空間」とは、次の車線数の区分に応じ道路端からの距離によりその範囲を

特定することとする。 

(1)２車線以下の車線を有する幹線交通を担う道路 15メートル 

(2)２車線を超える車線を有する幹線交通を担う道路 20メートル 

出典：「騒音に係る環境基準について」（平成10年９月 環告第64号） 
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イ) 「騒音規制法」に基づく特定施設において発生する騒音の規制基準 

「騒音規制法」に基づく特定施設に係る規制基準は、表 3.1-5 に示すとおりである。

また、「柏市環境保全条例」において、第一種～第四種区域のほか、市街化調整区域につ

いても規制基準が定められている。 

計画地は市街化調整区域となっていることから、その他の区域の基準値が適用される。 

なお、計画地の 50m 範囲以内に「老人福祉センター柏寿荘」が位置しているものの、

老人福祉法第５条の３に規定する特別養護老人ホームでないことから、基準値から５デ

シベルを減じた値は適用されない。 

 

表 3.1-5 騒音規制法に基づく特定施設において発生する騒音の規制基準 

時間の区分 
 
 
地域の区分 

昼間 
午前８時～ 
午後７時 

朝・夕 
午前６時～午前８時 
午後７時～午後10時 

夜間 
午後10時～ 
午前６時 

第一種区域 50デシベル 45デシベル 40デシベル 

第二種区域 55デシベル 50デシベル 45デシベル 

第三種区域 65デシベル 60デシベル 50デシベル 

第四種区域 70デシベル 65デシベル 60デシベル 

その他の区域 60デシベル 55デシベル 50デシベル 

※区域の区分 第一種：第一種低層住居専用地域、第ニ種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第一

種中高層住居専用地域及び田園住居地域 

第二種：第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、第一特別地域及び市街化調整地域のう

ち第二種区域として指定する区域（別途柏市で指定） 

第三種：近隣商業地域、商業地域、準工業地域(ただし、第一特別地域を除く。) 及び第二特別地

域 

第四種：工業地域(ただし、第一特別地域及び第二特別地域を除く。) 及び工業専用地域(ただし、

第二特別地域を除く。) 

その他の区域：市街化調整区域(ただし、第二種区域として指定する区域を除く。) 

注１）学校教育法(昭和22年法律第26号)第１条に規定する学校、児童福祉法(昭和22年法律第164号)第７条第１項

に規定する保育所、医療法(昭和23年法律第205号)第１条の５第１項に規定する病院及び同条第２項に規定

する診療所のうち患者の収容施設を有するもの、図書館法(昭和25年法律第118号)第２条第１項に規定する

図書館、老人福祉法(昭和38年法律第133号)第５条の３に規定する特別養護老人ホーム並びに就学前の子ど

もに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第２条第７項に規定す

る幼保連携型認定こども園(以下「学校等」という。)であって、第１種区域以外の地域に存するものの敷地

の周囲おおむね50メートルの区域内における基準値は、この表に掲げるそれぞれの基準値から５デシベルを

減じた値とする。 

注２）第一特別地域とは、準工業地域及び工業地域のうち、第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、

第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域又は田園住居地域に接する地域であり、かつ、第一

種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域又

は田園住居地域の周囲五十メートル以内の地域をいう。 

注３）第二特別地域とは、工業地域及び工業専用地域のうち、第一種住居地域、第二種住居地域又は準住居地域

に接する地域であり、かつ、第一種住居地域、第二種住居地域又は準住居地域の周囲五十メートル以内の地

域をいう。 

出典：「騒音規制法」（昭和43年６月 法律第98号） 

「柏市環境保全条例」（平成13年9月 条例第32号） 
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b) 現地調査結果 

現地調査結果は、表 3.1-6(1)、(2)に示すとおりである。施設の稼働時間帯における 90％

レンジの上端値（LA５）は、全ての調査地点において環境保全目標とした騒音規制法及び柏

市環境保全条例に基づく騒音の規制基準（昼間：60デシベル）を満足していた。 

 

表 3.1-6 騒音調査結果（LA５）  

単位：デシベル 

時間 

区分 
時間帯 

騒音レベル（LA５） 
規制基準 

地点１ 地点２ 地点３ 地点４ 

昼間 

８～９時 47 57 55 47 

60 

９～10 時 52 59 60 46 

10～11 時 51 57 53 46 

11～12 時 52 59 55 46 

12～13 時 48 57 45 45 

13～14 時 53 59 58 46 

14～15 時 53 59 54 45 

15～16 時 53 59 52 47 

16～17 時 48 58 48 48 

17～18 時 50 57 48 50 

18～19 時 59 58 51 52 

平均(８～19 時) 51 58 53 47 

注）時間区分は、騒音規制法及び柏市環境保全条例に基づく時間区分。 
朝：６時～８時、昼間：８時～19 時、夕：19 時～22 時、夜間：22 時～翌６時 

 

表 3.1-6 騒音調査結果（LAeq、LA50、LA95） 

単位：デシベル 

時間 

区分 
時間帯 

地点１ 地点２ 地点３ 地点４ 

LAeq LA50 LA95 LAeq LA50 LA95 LAeq LA50 LA95 LAeq LA50 LA95 

昼間 

８～９時 45.6 45 44 56.1 56 55 51.2 50 46 44.6 45 42 

９～10 時 49.8 49 48 57.4 57 56 56.8 56 51 43.8 44 42 

10～11 時 49.0 49 46 56.1 56 55 49.5 49 45 44.6 45 43 

11～12 時 49.9 50 46 58.0 58 57 49.9 48 43 44.5 44 43 

12～13 時 45.3 45 43 56.4 56 56 43.3 43 41 43.1 43 41 

13～14 時 50.4 50 48 57.8 58 57 55.3 55 51 43.8 44 42 

14～15 時 50.0 50 47 58.2 58 57 50.9 50 48 43.3 43 41 

15～16 時 49.9 50 46 58.1 58 57 48.5 48 45 46.1 46 45 

16～17 時 46.7 47 45 57.3 57 56 46.7 47 45 46.7 47 45 

17～18 時 48.4 48 47 56.5 57 56 46.5 46 45 48.9 49 48 

18～19 時 56.8 57 53 56.9 57 56 49.8 50 48 50.8 51 50 

平均 51 49 47 57 57 56 51 49 46 46 46 44 

注）時間区分は、騒音規制法及び柏市環境保全条例に基づく時間区分。 
朝：６時～８時、昼間：８時～19 時、夕：19 時～22 時、夜間：22 時～翌６時 
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3.1.2  予測 

1) 施設の稼働に伴う騒音への影響 

(1) 予測対象時期 

予測対象時期は、施設の稼働が定常的な状態となる時期とした。 

 

(2) 予測項目 

予測項目は、施設の稼働に伴う騒音レベルとした。 

 

(3) 予測方法 

a) 予測地点・範囲 

予測地点は、計画地敷地境界の４地点（地点１～地点４）及び計画地敷地境界の騒音レベ

ルが最大となる地点とした。また、予測高さは、地上 1.2ｍとした。 

予測範囲は、計画地及びその周辺約 100ｍとした。 

 

b) 予測手法 

本計画は既存の工場敷地に新たに仮設の破砕機を設置するものであることから、予測計算

は新たに設置する破砕機を対象に行った。 

仮設テント内に設置される設備機器の音は、仮設テントを透過し、距離減衰、テントシー

ト等の障壁により減衰を経て受音点に達する。「廃棄物処理施設生活環境影響調査指針」を

参考に次の方法により予測計算を行った。 

 

【各騒音源のパワーレベルの算出】 

音源が点音源であり、定常騒音源であること等により、パワーレベルを次式により求

めた。 

Lw＝LpA＋8＋20 log10r1 

［記 号］ 

Lw ：騒音源のパワーレベル(デシベル) 
LpA ：騒音源の騒音レベル(デシベル) 
r1 ：騒音源から測定地点までの距離（ｍ） 
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【室内壁際の騒音レベルの算出】 

音源より発せられた騒音が壁際まで到達したときの値は、その距離を r（ｍ）、室定数

を RCとして次式により求めた。 
 

Ls＝Lw＋10 log10(    ＋  ) 
 

［記 号］ 

Ls ：壁際の騒音レベル（デシベル） 
Lw ：騒音源のパワーレベル（デシベル） 
Q ：音源の方向係数（一般の場合（床上に音源がある場合）＝2） 
r ：騒音源から受音点までの距離（ｍ） 
RC ：室定数（ｍ2） 

RC＝A/(1－α) 

A＝ Si×αi 

α＝（ Si×αi）/（ Si） 

A ：吸音力（ｍ2） 

α ：平均吸音率 
αi ：部材の吸音率 
Si ：部材の面積（ｍ2） 
n ：部材の数 

 

【分割面の放射パワーレベル】 

設備機器を建物内に設置するため、外壁面等を面音源とみなし、この面音源を細分割

し、各分割面の中央に仮想点音源を設定する。仮想点音源のパワーレベルは次式により

求めた。 

Lw0＝LWi－TL＋10 log10S 

LWi＝Ls＋10 log10S0 

［記 号］ 

Lwi ：壁際の単位面積に入射するパワーレベル（デシベル） 
Lw0 ：分割面の放射パワーレベル（デシベル） 
TL ：壁の透過損失（デシベル） 
S ：分割面の面積（ｍ2） 
Ls ：室内壁際の騒音レベル（デシベル） 
S0 ：単位面積（ｍ2）（S0＝1ｍ2） 

 

 

 

 

【各音源からの合成】 

各仮想音源から到達する騒音レベルを次式により合成し、予測値を算出した。 

  
 
 
 

［記 号］ 

L ：予測地点の合成騒音レベル(デシベル) 
Li ：個別音源の受音点での騒音レベル(デシベル) 
n ：音源の個数 

 

4 
RC 

Q 
4πr2 

Σ 
ｎ 

i＝1 

Σ 
ｎ 

i＝1 
Σ 
ｎ 

i＝1 









= 

=

n

li

10

Li

10 10log 10
　

　 　　　　　Ｌ

受音点 ●仮想点音源 



 －18－ 

c) 予測条件 

(a) 音源条件 

音源として配置する設備機器及び機側１ｍにおける騒音レベルは、表 3.1-7 に示すと

おりである。新たに設置する設備機器は、破砕機１台であり、配置は図 3.1-5 に示すと

おりである。 

 

表 3.1-7 騒音予測の音源条件 

単位：デシベル 

設備機器 騒音レベル 測定位置 

破砕機 100 機側１ｍ 

注）騒音レベルはメーカ資料より設定した。 
 

(b) その他の条件 

音源として配置する破砕機は仮設テント内に設置するため、テントシート等の吸音率及

び透過損失を考慮した。 

仮設テントの室定数は表 3.1-8 に、吸音率は表 3.1-9 に、透過損失は表 3.1-10 に示

すとおりである。 

また、仮設テントの防音シート等の条件は表 3.1-11に、仮設テントの防音シートの平

面図及び立面図は図 3.1-6に示すとおりである。仮設テントとは別に南西壁面に沿って足

場を組み、そこに防音シート(高さ 5.1ｍ×長さ 3.6ｍ)を 1 枚設置する。 

 

表 3.1-8 室定数 

室名称 
中心周波数 

63Hz 125Hz 250Hz 500Hz 1KHz 2KHz 4KHz 8KHz 

仮設テント 492.4  492.4  122.7  153.2  246.5  196.7  202.6  202.6  
 

表 3.1-9 吸音率 

項目 63Hz 125Hz 250Hz 500Hz 1KHz 2KHz 4KHz 8KHz 

コンクリート 0.01 0.01 0.02 0.02 0.02 0.02 0.03 0.03 

テント用シート 0.29 0.29 0.08 0.1 0.15 0.12 0.12 0.12 
 

表 3.1-10 透過損失 

番号 項目 63Hz 125Hz 250Hz 500Hz 1KHz 2KHz 4KHz 8KHz 

① テントシート 2 4 5 6 10 15 19 19 

② 軽量防音シート 2 5 8 8 12 16 23 23 

③ 
テントシート+ 
軽量防音シート 1 枚 6 9 12 13 17 21 28 28 

④ 
テントシート+ 
軽量防音シート 2 枚 

8 11 14 16 20 24 31 31 

⑤ 
テントシート+ 
軽量防音シート 3 枚 10 13 16 18 22 26 33 33 

⑥ 不燃シート 4 6 6 8 12 16 21 21 

⑦ 
不燃シート+ 
軽量防音シート 1 枚 7 10 12 14 18 22 29 29 
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図 3.1-5 破砕機の配置 

凡 例 

   計画地 

   仮設破砕処理設備 

市境 

破砕機 

この地図は柏市発行の 1:2,500「柏都市計画図（白図）」を使用したものである。 
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表 3.1-11 仮設テントの防音シート等の条件 

屋根・壁面 シートの種類及び枚数 

北西壁面(開口部) テントシート＋軽量防音シート 1 枚 

北東壁面 テントシート＋軽量防音シート 1 枚 

南東壁面 テントシート＋軽量防音シート 2 枚 

南西壁面 テントシート＋軽量防音シート 3 枚 

屋根(南西側) 不燃シート＋軽量防音シート 1 枚 

屋根(北東側) 不燃シート 

南西壁面(延長) 軽量防音シート 1 枚（高さ 5.1ｍ×長さ 3.6ｍ） 

 

 

【平面図】 

 

【立面図 ①北西方向】 

 

【立面図 ②北東方向】 

 

【立面図 ③南東方向】 

 

 
 

【立面図 ④南西方向】 

図 3.1-6 仮設テントの防音シートの平面図及び立面図 

① 

 
開口部 

開口部 

凡例 項目 

 
不燃シート(屋根面)+ 

軽量防音シート 1 枚 

 
 

テントシート(北西壁面)+ 

軽量防音シート 1 枚 

 
 

テントシート(北東壁面)+ 

軽量防音シート 1 枚 

 
 

テントシート(南東壁面)+ 

軽量防音シート 2 枚 

 
 

テントシート(南西壁面)+ 

軽量防音シート 3 枚 

 
軽量防音シート 1 枚 

(南西側壁面延長) 

 

② 

③ ④ 
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(4) 予測結果 

予測結果は、表 3.1-12及び図 3.1-7に示すとおりである。敷地境界における騒音レベル

の最大値は 59デシベルとなり、すべての地点で市条例に基づく規制基準を満足する。 

 

表 3.1-12 施設の稼働による騒音の予測結果 

単位：デシベル  

予測地点 
時間 
区分 

時間帯 予測結果 規制基準 

敷地境界最大地点 

昼間 ８～19 時 

59 

60 

地点１ 57 

地点２ 50 

地点３ 59 

地点４ 44 

注）時間区分は、騒音規制法及び柏市環境保全条例に基づく時間区分。 
朝：６時～８時、昼間：８時～19 時、夕：19 時～22 時、夜間：22 時～翌６時 
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図 3.1-7 騒音予測結果 

凡 例 

   計画地 

   仮設破砕処理設備 

市境 

予測地点(騒音) 

この地図は柏市発行の 1:2,500「柏都市計画図（白図）」を使用したものである。 
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3.1.3  影響の分析 

(1) 影響の分析方法 

a) 影響の回避又は低減に係る影響の分析 

騒音に係る影響が、実行可能な範囲でできる限り緩和され、環境保全についての配慮が適

正になされているかどうかを検討した。 

 

b) 生活環境保全上の目標との整合性に係る分析 

騒音の予測結果について、表 3.1-13に示す環境保全のための目標との整合が図られてい

るかについて検討した。 

 

表 3.1-13 環境保全のための目標（施設の稼働に伴う騒音） 

環境保全目標 具体的な数値 備考 

騒音に係る 

規制基準 

計画地敷地境界において 
昼間(8～19時)：60デシベル以下 

本計画施設は市街化調整区域の規制

基準を適用することから、「柏市環境

保全条例」におけるその他の区域を目

標として設定する。 

 

(2) 影響の分析結果 

a) 影響の回避又は低減に係る影響の分析 

以下に示す適切な騒音防止対策を採用することから、騒音への影響が実行可能な範囲で回

避され、または低減されているものと分析する。 

・破砕機は仮設テント内に設置する。 

・仮設テントは防音シートで取り囲む。 

・低騒音型の機器を採用する。 

・安定的な稼働を行うため定期的に機器の点検を行う。 

 

b) 生活環境の保全上の目標との整合性に係る分析 

今回の破砕機の設置に伴う影響を予測した結果、施設の稼働による騒音レベルは、敷地境

界の最大で 59デシベルとなり、生活環境保全上の目標を満足する。 
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3.2  振動 

3.2.1  現況把握 

1) 調査対象地域 

調査対象地域は、施設の稼働に伴う振動の影響が想定される計画地の敷地境界及びその周

辺約 100ｍまでの範囲とした。 

 

2) 現況把握項目 

現況把握項目は表 3.2-1 に示すとおりである。自然的条件及び社会的条件、振動の状況

における項目は、「廃棄物処理施設生活環境影響調査指針」で選定されている項目とした。 

 

表 3.2-1 現況把握の項目 

項 目 現況把握項目 

自然的条件及び社会的条件 土地利用 

地盤形状 

人家等 

主要な発生源 

関係法令等の規制・指定の状況 

振動の状況 振動レベル： 

80％レンジの上端値（L10）、下端値（L90）及び中央値（LA50） 

 

3) 現況把握方法 

現況把握方法は、既存資料調査及び現地調査とした。 

 

(1) 既存資料調査 

a) 調査項目及び調査地域 

既存資料調査項目は、自然的条件及び社会的条件とした。調査地域は、計画地及びその周

辺約 100ｍを基本とした。 

 

(2) 現地調査 

a) 調査項目及び調査地点 

現地調査項目は、振動の状況とした。調査地点の概要は表 3.2-2、位置は図 3.2-1 に示

すとおり、計画地敷地境界付近の４地点とした。 

 

表 3.2-2 現地調査地点の概要 

調査項目 調査地点 

振動の状況（振動レベル） 

地点１ 計画地西側 

地点２ 計画地北側 

地点３ 計画地東側 

地点４ 計画地南側（搬入車両出口付近） 
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図 3.2-1 現地調査地点（振動の状況） 

凡 例 

   計画地 

   仮設破砕処理設備 

市境 

調査地点(振動) 

この地図は柏市発行の 1:2,500「柏都市計画図（白図）」を使用したものである。 
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b) 調査方法 

調査方法は、JIS Z 8735「振動レベル測定方法」とした。 

 

c) 調査時期 

調査時期は、表 3.2-3に示すとおりである。 

 

表 3.2-3 調査時期 

調査項目 調査時期 

振動の状況（騒音レベル） 令和６年９月５日（木）８時～19時 

 

4) 現況把握の結果 

a) 既存資料調査結果 

(a) 土地利用 

計画地及びその周辺の土地利用の状況は、「3.1騒音」に示したとおりである。 

 

(b) 地盤形状 

計画地及びその周辺の地盤形状(地形分類図、表層地質図)は、図 3.2-2 及び図 3.2-3

に示すとおりである。計画地の地形分類は、台地である中位砂礫台地上部面及び低地であ

る氾濫原(湿地)となっており、表層地質は未固結堆積物である泥がち堆積物及び火山性岩

石であるローム２となっている。 

 

(c) 人家等 

計画地及びその周辺の人家等の状況は、「3.1騒音」に示したとおりである。 

 

(d) 主要な発生源 

計画地及びその周辺の主要な発生源は、「3.1騒音」に示したとおりである。 
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図 3.2-2 計画地及びその周辺の地形分類図  

凡 例 

   計画地 

   県境 

市境 

台地 

中位砂礫台地上部面 

低地 

谷底平野(台地上の谷地田) 

氾濫原(湿地) 

後背湿地 

自然堤防 

河原 

人工地形 

盛土地 

その他 

崖(台地斜面) 

出典：「土地分類基本調査 地形分

類図（野田）」（昭和 55年 3

月 茨城県・埼玉県・千葉県） 
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図 3.2-3 計画地及びその周辺の表層地質図 

凡 例 

   計画地 

   県境 

市境 

未固結堆積物 

泥がち堆積物 

砂泥堆積物 

半固結堆積物 

粘土質層 

砂質堆積物 

火山性岩石(堆積物) 

ローム２ 

出典：「土地分類基本調査 表層地質図（野田）」（昭和 55年 3 月 茨城県・埼玉県・

千葉県） 
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(e) 関係法令等の規制・指定の状況 

ア) 「環境基本法」に基づく環境基準 

「環境基本法」に基づく振動の環境基準は定められていない。 

 

イ) 「振動規制法」に基づく特定施設において発生する振動の規制基準 

「振動規制法」に基づく特定施設に係る規制基準は、表 3.2-4 に示すとおりである。

また、「柏市環境保全条例」において、第一種及び第二種区域以外の区域及び市街化調整

区域についても、規制基準が定められている。 

計画地は市街化調整区域となっていることから、第二種区域の基準値が適用される。 

 

表 3.2-4 振動規制法に基づく特定施設において発生する振動の規制基準 

時間の区分 
 
 
地域の区分 

昼間 
午前８時～ 
午後７時 

夜間 
午後７時～ 
午前８時 

第一種区域 60デシベル 55デシベル 

第二種区域 65デシベル 60デシベル 

第三種区域 70デシベル 65デシベル 

※区域の区分 第一種：第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二

種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、田園住居地域

及び市街化調整区域のうち第一種区域として指定する区域(別途柏市で指定) 

第二種：近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域及び市街化調整区域(ただし、第一種区

域として指定する区域を除く。) 

第三種：工業専用地域 

注）学校教育法(昭和22年法律第26号)第１条に規定する学校、児童福祉法(昭和22年法律第164号)第39条第１項に

規定する保育所、医療法(昭和23年法律第205号)第１条の５第１項に規定する病院及び同条第２項に規定する

診療所のうち患者の収容施設を有するもの、図書館法(昭和25年法律第118号)第２条第１項に規定する図書館、

老人福祉法(昭和38年法律第133号)第20条の５に規定する特別養護老人ホーム並びに就学前の子どもに関す

る教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第２条第７項に規定する幼保連

携型認定こども園(以下「学校等」という。)であって、第１種区域以外の地域に存するものの敷地の周囲お

おむね50メートルの区域内における基準値は、この表に掲げるそれぞれの基準値から５デシベルを減じた値

とする。 

出典：「振動規制法」（昭和51年６月 法律第64号） 

「柏市環境保全条例」（平成13年9月 条例第32号） 
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b) 現地調査結果 

現地調査結果は、表 3.2-5(1)、(2)に示すとおりである。施設の稼働時間帯における 80％

レンジの上端値（L10）は、全ての調査地点において環境保全目標とした振動規制法及び柏市

環境保全条例に基づく振動の規制基準（昼間：65デシベル）を満足していた。 

 

表 3.2-5(1) 振動調査結果（L10）  
単位：デシベル 

時間 

区分 
時間帯 

振動レベル（L10） 
規制基準 

地点１ 地点２ 地点３ 地点４ 

昼間 

８～９時 26 45 30 28 

65 

９～10 時 31 47 42 27 

10～11 時 31 46 42 27 

11～12 時 32 47 43 27 

12～13 時 26 45 34 26 

13～14 時 32 47 44 27 

14～15 時 33 47 44 26 

15～16 時 32 47 43 26 

16～17 時 32 47 40 25 

17～18 時 26 46 34 24 

18～19 時 24 45 32 24 

平均(８～19 時) 30 46 39 26 

注）時間区分は、振動規制法及び柏市環境保全条例に基づく時間区分。 
昼間：８時～19 時、夜間：19 時～翌８時 

 

表 3.2-5(2) 振動調査結果（L50、L95） 
単位：デシベル 

時間 

区分 
時間帯 

地点１ 地点２ 地点３ 地点４ 

LA50 LA95 LA50 LA95 LA50 LA95 LA50 LA95 

昼間 

８～９時 24 23 41 39 28 26 22 19 

９～10 時 30 28 43 41 41 38 25 23 

10～11 時 30 28 42 41 41 38 25 23 

11～12 時 30 28 44 42 41 39 25 23 

12～13 時 24 23 41 39 31 29 23 20 

13～14 時 30 28 44 42 42 40 25 23 

14～15 時 31 29 44 43 42 40 25 23 

15～16 時 30 27 44 41 41 37 24 23 

16～17 時 30 28 42 40 38 35 23 21 

17～18 時 23 22 41 38 31 29 21 19 

18～19 時 23 22 41 38 31 30 20 18 

平均 28 26 42 40 37 35 23 21 

注）時間区分は、振動規制法及び柏市環境保全条例に基づく時間区分。 
昼間：８時～19 時、夜間：19 時～翌８時 
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3.2.2  予測 

1) 施設の稼働に伴う振動の影響 

(1) 予測対象時期 

予測対象時期は、施設の稼働が定常的な状態となる時期とした。 

 

(2) 予測項目 

予測項目は、施設の稼働に伴う振動レベルとした。 

 

(3) 予測方法 

a) 予測地点・範囲 

予測地点は、計画地敷地境界の４地点（地点１～地点４）及び計画地敷地境界の振動レベ

ルが最大となる地点とした。また、予測高さは、地盤面とした。 

予測範囲は、計画地及びその周辺約 100ｍとした。 

 

b) 予測手法 

予測手法は、下記に示す伝搬理論式（距離減衰式）により行った。 

本計画は既存の工場敷地に新たに仮設の破砕機を設置するものであることから、予測計算

は新たに増設する破砕機を対象に行った。 
 

  VL＝VL0＋20log10(  )n＋(20llog10e)(ro－r)α 
 

VL ：予測点の振動レベル（デシベル） 

VL0 ：基準点の振動レベル（デシベル） 

ｒ ：振動源から予測点までの距離（ｍ） 

ｒ0 ：振動源から基準点までの距離（ｍ）  

   20log10＝8.68 

n ：幾何減衰定数（表面波 n=0.5） 

α ：地盤減衰係数(摩擦性減衰係数ともいう。計画地の下層地盤は火山性岩石(堆

積物)が主体であるため、ローム層に対応するα＝0.01とした。) 
出典：「廃棄物処理施設生活環境影響調査指針」（平成18年９月 環境省） 

 

c) 予測条件 

(a) 振動源条件 

振動源として配置する設備機器及び機側１ｍにおける振動レベルは、表 3.2-6 に示す

とおりである。新たに設置する設備機器は、破砕機１台である 

 

表 3.2-6 振動予測の音源条件 

単位：デシベル 

設備機器 振動レベル 測定位置 

破砕機 75 機側１ｍ 

注）振動レベルはメーカ資料より設定した。 

 

r0 
r 
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(4) 予測結果 

予測結果は、表 3.2-7 及び図 3.2-4 に示すとおりである。敷地境界における振動レベル

の最大値は 48デシベルとなり、すべての地点で市条例に基づく規制基準を満足する。 

 

表 3.2-7 施設の稼働による振動の予測結果 

単位：デシベル  

予測地点 
時間 
区分 

時間帯 予測結果 規制基準 

敷地境界最大地点 

昼間 ８～19 時 

48 

65 

地点１ 47 

地点２ 27 

地点３ 41 

地点４ 25 

注）時間区分は、騒音規制法及び柏市環境保全条例に基づく時間区分。 
朝：６時～８時、昼間：８時～19 時、夕：19 時～22 時、夜間：22 時～翌６時 
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図 3.2-4 振動予測結果 

凡 例 

   計画地 

   仮設破砕処理設備 

市境 

予測地点(振動) 

この地図は柏市発行の 1:2,500「柏都市計画図（白図）」を使用したものである。 



 －34－ 

 

3.2.3  影響の分析 

(1) 影響の分析方法 

a) 影響の回避又は低減に係る影響の分析 

振動に係る影響が、実行可能な範囲でできる限り緩和され、環境保全についての配慮が適

正になされているかどうかを検討した。 

 

b) 生活環境保全上の目標との整合性に係る分析 

振動の予測結果について、表 3.2-8 に示す環境保全のための目標との整合が図られてい

るかについて検討した。 

 

表 3.2-8 環境保全のための目標（施設の稼働に伴う振動） 

環境保全目標 具体的な数値 備考 

振動に係る 

規制基準 

計画地敷地境界において 
昼間(8～19時)：65デシベル以下 

本計画施設は市街化調整区域の規制

基準を適用することから、「柏市環境

保全条例」における第二種区域を目標

として設定する。 

 

(2) 影響の分析結果 

a) 影響の回避又は低減に係る影響の分析 

以下に示す適切な振動防止対策を採用することから、振動への影響が実行可能な範囲で回

避され、または低減されているものと分析する。 

・低振動型の機器を採用する。 

・安定的な稼働を行うため定期的に機器の点検を行う。 

 

b) 生活環境の保全上の目標との整合性に係る分析 

今回の破砕機の設置に伴う影響を予測した結果、施設の稼働による振動レベルは、敷地境

界の最大で 48デシベルとなり、生活環境保全上の目標を満足する。 
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4.  総合的な評価 

4.1  現況把握、予測、影響の分析の結果の整理 

本事業の目的は、柏市清掃工場（北部クリーンセンター）における基幹的設備改良工事を

行う中で、粗大ごみ処理施設の整備工事を実施するため、一時的に破砕処理ができなくなる

ことから、整備工事期間中に仮設破砕処理設備を設置し、破砕処理を実施することである。 

計画地は主に建物用地となっており、周辺は田やその他の農用地、河川及び湖沼、樹林地

等が存在しており、計画地の敷地境界から西側約 20m には「老人福祉センター柏寿荘」や民

家が数件存在している。騒音や振動の主要な発生源としては、計画地内北西側に焼却施設で

ある「柏市清掃工場（北部クリーンセンター）」が存在している。また、計画地の地形分類は、

台地である中位砂礫台地上部面及び低地である氾濫原(湿地)となっており、表層地質は未固

結堆積物である泥がち堆積物及び火山性岩石であるローム２となっている。 

本事業では、施設の稼働に伴い周辺環境へ影響を及ぼす可能性のある項目として、騒音（施

設の稼働）及び振動（施設の稼働）について予測を行った。騒音・振動対策を講じることと

した条件等に基づき予測を実施した結果、各項目とも生活環境の保全上の目標との整合性が

図られていると評価する。 

 

4.2  施設の設置に関する計画に反映した事項及びその内容 

施設の設置に関する計画に反映した事項及びその内容は表 4.2-1に示すとおりである。 

 

表 4.2-1 施設の設置に関する計画に反映した事項及びその内容 

項目 内容 

騒音 

・破砕機は仮設テント内に設置する。 

・仮設テントは防音シートで取り囲む。 

・低騒音型の機器を採用する。 

振動 ・低振動型の機器を採用する。 

 

4.3  維持管理に関する計画に反映した事項及びその内容 

維持管理に関する計画に反映した事項及びその内容は表 4.3-1に示すとおりである。 

 

表 4.3-1 維持管理に関する計画に反映した事項及びその内容 

項目 内容 

騒音 ・安定的な稼働を行うため定期的に機器の点検を行う。 

振動 ・安定的な稼働を行うため定期的に機器の点検を行う。 
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